
 

東京大学科学研究行動規範委員会規則 

 

平成１８年３月１７日 

東大規則第７９号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、科学研究に携わる東京大学の教職員及び東京大学の施設設備の利用

者（以下「研究者」という。）を対象として、東京大学の科学研究における行動規範（以

下「行動規範」という。）に違反する不正行為（過去に研究者であった者が、研究者であ

った時期に行った不正行為を含む。以下同じ。）に対処し行動規範の遵守を促すための委

員会及び不正行為に対する措置等について定める。 

（定義） 

第２条 「不正行為」とは、研究成果の作成及び報告の過程において、悪意のない誤り及び

意見の相違並びに当該研究分野の一般的慣行に従ってデータ及び実験記録を取り扱う場

合を除き、次に掲げる行為をいう。 

(1) データその他研究成果の捏造、改ざん又は盗用 

(2) 



 

ため委員会の活動を補佐する専門委員を置く。 

２ 専門委員は、委員長が、本学の教職員又は問題となっている不正行為に係る研究分野を

専門とする学外研究者のうちから委嘱する。 

３ 専門委員は、委員長の求めに応じ、委員会に出席することができる。 

４ その他専門委員について必要な事項は、委員会において別に定める。 

（調査委員会） 

第４条の２ 委員会は、特定の事案について、第１０条に定める調査を担わせるため、調査

委員会を置くことができる。 

２ 調査委員会の構成員は、委員長が委員及び専門委員（当該事案について第８条に定める

予備調査を実施する部局の関係者を除く。）の中から選任する。 

３ 調査委員会の活動は、委員会の活動とみなす。 

４ その他調査委員会について必要な事項は、委員会において別に定める 

（守秘義務） 

第５条 委員会の委員、専門委員及び第１０条第７項に規定する調査の立ち会い者は、本規

則に基づく調査及び審理により知ることのできた秘密を漏らしてはならない。 

（申立て等の方法） 

第６条 



 

(2) 不正行為が行われようとしているとの申立て又は相談があった場合 

８ 委員長又は部局の長は、前項の報告を受けたときはその内容を精査し、相当の理由があ

ると認めた場合には、同項第１号の場合にあっては申立てがあった場合に準じて次条の

予備調査を実施し、同項第２号の場合にあっては当該申立て又は相談の対象となった研

究者に不正行為を行わないよう警告を行うものとする。 

（予備調査） 

第８条 前条の申立ての受理をした場合又は委員長から指示を受けた場合には、関連する

部局の長（本部においては委員長。以下同じ。）は、速やかに予備調査を実施しなければ

ならない。 

２ 部局の長は、前条の申立てを受理した日から原則として３０日以内に、予備調査の結果







 

会等に対応するための窓口を、本部及び部局に設置しなければならない。 

２ 本部における窓口の責任者は、研究推進部長とする。 

３ 部局における窓口の責任者は、部局において定めなければならない。 

４ 本部及び部局の窓口の責任者は、相互に連携協力を行うものとする。 

（庶務） 

第１９条 委員会の庶務は、本部研究推進企画課において処理する。 

（補則） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、科学研究における行動規範の遵守に関する事項

及び委員会の運営に関し必要な事項は、公的な指針等に留意しつつ、委員会において別に

定める。 

 

附 則 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１８年９月２６日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成１９年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１１月２５日東大規則第３３号） 

１ この規則は、平成２２年１１月２５日から施行する。 

２ 施行日前に行われた申立てに係る手続きについては、なお従前の例による。 

   附 則（平成２２年１２月２２日東大規則第３８号） 

 この規則は、平成２３年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２７日東大規則第７３号） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 施行日前に行われた申立てに係る手続については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２６年６月２６日東大規則第１４号） 

 この規則は、平成２６年７月１日から施行する。 

 

  



 

別紙様式（第６条関係） 

申立日 平成  年  月  日 

 

申  立  書 

 

東京大学科学研究行動規範委員会 御中 

 

所属 

職（学年） 

連絡先（e-mail，TEL 等） 

氏名 

 

東京大学科学研究行動規範委員会規則第６条の規定に基づき、下記のとおり申立てを行い

ます。 

 

記 

 

１．被申立者の所属、職・氏名 

所 属  ： 

職・氏名 ： 

 

２．申立ての具体的な内容と根拠 

（※ 捏造、改ざん、盗用のうち該当するものに○をし、不正行為を行ったとする研究者の

氏名、当該研究者が行った行為の内容とこれを不正と考える科学的合理的理由及び不正

に関する論文の名称等を記入してください。別紙可） 

 

（捏造・改ざん・盗用の別） 

 

 

 

※ 本様式に定める事項について、記載漏れがある場合は、原則として申立ては受け付けません。 

※ この申立書に記載された情報は、東京大学科学研究行動規範委員会規則第８条に基づく部

局における予備調査及び東京大学科学研究行動規範委員会が必要な調査を行うためだけに使

用し、それ以外の目的に使用したり、一般に公表したりすることはありません。 

※ この申立書については、部局の窓口、本部の窓口のどちらに対しても提出することができま

す。 

※ この申立書に記載された情報の調査に関し、貴殿に調査の協力を求める場合があります。 

※ 
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